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マンスリークリア取引について（論点メモ） 
マンスリークリア取引については、平成２０年改正において、「分割払いと同

様の誘引性があるとは考えられない」として、行為規制・民事効適用対象とし

なかった反面、番号情報の保護に係る規定については、区別する実益が乏しい

としてマンスリークリアにも適用した1。 
平成２０年改正以後、クレジットカード取引に係る相談件数は、包括信用購

入あつせんに係るものについては漸減する反面、マンスリークリア取引につい

ては、増加傾向であり平成２４年度の数値では、マンスリークリア取引に関す

る相談件数が包括信用購入あつせんに係る相談件数を上回っている。一方、事

務局の推計によれば、マンスリクリアーの取引件数に対する相談発生の割合も

微増しているが、包括信用購入あつせんや個別信用購入あつせんの発生率を大

きく下まわっている2。 
また、相談内容を見ると販売方法や解約等、加盟店との取引に係るものが大

半となっている。 
以上を踏まえ、マンスリークリア取引における利便性と安全性を両立する観

点から、どのような措置が必要か。例えば以下のような論点があるのではない

か。 
 

１．取引環境の状況を踏まえた悪質加盟店対策の要否について  
 

（１） 近年、マンスリークリアに係る相談件数が増加しており、対応の検討

が必要である。他方、相談発生率は包括・個別信用購入あつせんを大き

く下まわっており、大半の消費者が低コストで正常な取引を利用してい

る点にも配慮した検討が必要となる。 
 

（２） そこで相談内容を見ると、加盟店との取引に係るものが大半となって

おり、マンスリークリアという取引方法自体に起因するトラブルが増加

している状況にはないと考えられる。 
 

（３） これまでの議論を踏まえると3、マンスリークリア取引について、加盟

店との取引に係る相談が増加する背景には、包括信用購入あつせんとマ

ンスリークリアの取引規模や増加率の差異や、海外アクワイアラー経由

の取引について、支払回数を指定するという我が国特有の商慣行が存在

せず、原則としてマンスリークリア取引となることも存在すると見られ

                                                      
1  「産業構造審議会割賦販売分科会基本問題小委員会 報告書」（平成１９年１２月

１０）、「平成２０年版割賦販売法の解説」（３００頁） 
2 第１回小委員会資料４ １９、２０頁 
3 第３回小委員会資料２ １０頁 
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る。 
 

（４） 以上を踏まえると、マンスリークリア取引については、消費者に対す

る一定の利用枠供与というイシュアーとの取引関係について性質の変化

が生じたというよりは、利用可能な加盟店に悪質な者が増加しつつある

というアクワイアリング側における環境変化が生じていると評価できる。 
 

（５） この悪質な加盟店の増加は、マンスリークリア特有の課題というより

は包括信用購入あつせんを含むクレジットカード取引全般に係る課題で

あり、国内の加盟店との契約や立替金の交付といった取引が国内外いず

れの経由であっても同様のルールを適用するというこれまでの検討も踏

まえ、悪質加盟店の排除について、包括信用購入あつせんと同様の対策

が必要ではないか。 
 
 

２．対応の方向性について  
 

（１） 平成２０年改正に先立つ割賦販売分科会基本問題小委員会の報告書に

おいて、マンスリークリアについて「分割払いと同様の誘引性があると

は考えられない」として適用対象とはしなかった反面、「クレジットのみ

ならずインターネット取引全般における消費者保護等の観点から、トラ

ブルの実態を注視する必要があることを付言」している。 
 

（２） 現行の割賦販売法はイシュアーへの規制を中心に構成されており、従

来は、イシュアーから消費者へ利用枠が提供されることと販売・役務提

供契約の関係に着目して、誘因性・複雑性の有無の観点から検討が行わ

れてきたと言える。 
 

（３） 今回の検討において、割賦販売法をイシュアー・アクワイアラー等の

各々に係る規定を置く構造に改める方向性であることを踏まえると、イ

シュアーと消費者との関係に係る規定については、引き続き、誘因性・

複雑性の観点から検討する一方、アクワイアラー等と加盟店との取引に

係る規定については新たな観点から適用範囲を検討してはどうか。 
 

（４） そこでイシュアーと消費者の取引を見ると、１．（４）のとおり、イシ

ュアーとの取引の性質に大きな変化が生じていないとすれば、誘因性・

複雑性に大きな変化が生じたとはいえないのではないか。 
 

（５） 他方、アクワイアラー等による悪質加盟店の排除については、クレジ

ットカード利用環境の適正性維持という観点から、取引がマンスリーク

リアか包括信用購入あつせんかに関わらず対応することとしてはどうか。 
 
 

３．相談苦情情報の活用等について  
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（１） 現行の割賦販売法においては、包括信用購入あつせんについて、「苦情

の適切かつ迅速な処理のために必要な措置を講じる」ことを求め、その

原因究明や苦情内容が一定の類型に該当する場合の措置を求めている4。

ただし、この規定を遵守した上で、どの程度の対応を行うかは各イシュ

アーの判断に委ねられている。 
 

（２） 他方、相談現場からは、マンスリークリア取引を含め一部のイシュア

ーにおいて、窓口担当者が国際ブランドのルールを適確に理解していな

かったり、アクワイアラーに適確に情報提供していなかったりすること

から、悪質加盟店の是正や消費者からの透明性等の観点から課題とする

指摘がある。 
 

（３） マンスリークリア取引も含めアクワイアラー等が悪質加盟店を排除す

ることを考えると、イシュアーに寄せられる苦情情報を、マンスリーク

リアに係るものも含め、アクワイアラー等に共有することが必要となる。 

（４） この共有については、例えば、現行の割賦販売法における苦情処理規

定をもとにマンスリークリアも含めた規定を置く、現行の規定の他にア

クワイアラー等への通知等を規定する、実質的な取組に委ねる等、様々

な考え方がありうるが、どのような位置づけで確保すべきか。 

（５） また、悪質加盟店の効果的な排除のためには、加盟店に係る苦情情報

を幅広く共有することが必要と考えられる。他方、共有する範囲を徒に

広範に捉えてしまうと、共有すべき情報が過大となり、アクワイアラー

等において効果的に情報を活用できないおそれもある。苦情情報を共有

すべき外延をどう捉えるべきか。 

（６） いずれにしても、アクワイアラー等において排除した悪質加盟店等に

関する情報を、いわゆる加盟店情報交換制度5に登録することとしてはど

うか。 

（７） 各イシュアーが行う相談対応については、各イシュアーに委ねられた

顧客サービスという側面もあると考えられるが、相談現場からは、各イ

シュアーがどのような対応をしてくれるかについて差異が大きいとの指

摘もある。この点についてどう考えるか。 
 
 

                                                      
4 割賦販売法 第 30 条の 5 の 2 及び割賦販売法施行規則 第 60 条 
5 割賦販売法 第 35 条の 20 及び第 35 条の 21 
 



現行法上の苦情処理に関する規定 

苦情の定義 調査 
 
①特商法・消費者契約法 違反のおそれがある苦情（自社が
契約する加盟店（オンアスの加盟店）に係る苦情） 

 【施行規則 第60条 2号 イ】 
 

当該苦情の処理のた
めに必要な事項を調
査 
 
 
 
 

②苦情の発生状況からみて他の加盟店に比べ購入者等の
利益の保護に欠ける行為と認められるもの（自社が契約す
る加盟店（オンアスの加盟店）に係る苦情） 

 【施行規則 第60条 3号 イ】 

③苦情の発生状況からみて購入者等の利益の保護に欠ける
行為と認められるもの（オンアス以外の加盟店に係る苦情） 

 【施行規則 第60条 3号 ロ】 

④自社の業務に関する苦情（購入者等の利益の保護に欠け
る行為と認められるもの） 

 【施行規則 第60条 2号 ロ】 

○割賦販売法において、消費者の保護を図るため、クレジット会社に対して内部管理体制の整
備を求めている。 

  ・登録申請の段階で体制整備がなされていない場合は登録拒否要件 
    ・登録後に体制整備がなされていない場合は改善命令の対象 
○クレジット会社は苦情の適正な処理、個人情報の適切な処理、業務委託の適正の確保の観
点から適切な内部管理体制を整備する必要がある。 

原因究明 

利用者又は購入者
等からの苦情を受
け付けたときは、遅
滞なく実施 
【施行規則 第60条 
1号】 
 
 
 
 

処理 

調査の結果に基づき、
必要な場合には、所
用の措置 
【施行規則 第60条 
4号】 
 
 
 

【法第３０条の５の２】 
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